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るのです。特に、中国の社会学は 1950 年代から 1980 年代の初期まで 30
年近く中断されていました。これでもまだ西洋の学術概念を用いて解釈を
することができるのでしょうか。確かに、中国の学術と西洋の学術の間に
は 100 年以上の隔たりがあります。こうして見ると、私たちのような中国
研究者は西洋によって開発される対象にほかならないと思うのです。こう
した問題について、許先生は如何にお考えでしょうか。
●学生（質問者）　先ほど加々美先生や他の先生方が提起された問題は、
どれも公共理論の問題です。許先生は先ほど次の世代に期待すると仰いま
したが、次の世代は、その前の世代の知識人に囲まれて生きています。な
ぜ、公共理性は、その前の世代には形成され得ないのでしょうか。前の世
代が解決できなかった、このような公共理性をめぐる閉塞した雰囲気、私
たち次の世代はどうやってこの束縛から抜け出せるのでしょうか。
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●虞萍（質問者）　許先生が先ほど加々美先生のコメントに対してお答え
になった内容について、確認させていただきたいのですが、先生は先ほど、
目下の中国の情況から見ると、将来の中国においては、農村問題が重大な
ものになるというよりは、都市の問題がより一層ひどくなると仰いました。
それに、現在の中国の都市問題においては、「中産階級の貧困化」が特に
難題で、その原因の一つは不動産価格の高騰だと仰いました。では、都市
の不動産価格の問題さえ解決すれば、都市の抱える問題も緩和されるので
しょうか。もう一点ですが、先生は「中産階級」という概念について、ど
のように理解されているのでしょうか。というのも、私が知っている限り、
中国では「中産階級」に対する様々な定義があり、場合によっては個人の
収入から中産階級が定義されることもあるからです。こうした問題につい
てどのようにお考えでしょうか。
●学生（質問者）　非常に簡単な質問ですが、ハイエク的な自由主義やロー
ルズ的な自由主義は、現在の経済体制や政治体制の中で自由に前向きに議
論することができるのでしょうか。
●鈴木（司会）　アメリカでも日本でも「中間層の消滅」という事態に直
面しているのですが、「中間層の消滅」がすなわち「デモクラシーの危機」
という文脈で、アメリカでは一般に議論されています。同じような危機感
を持って中国では議論されているのかということも興味あるところですね。
●許（報告者）：皆さん、ご質問ありがとうございました。非常にたくさ
んの問題を出していただいたのですが、できる限り一つ一つ、簡単に回答
したいと思います。
　まず、中国知識人をめぐる問題に普遍性が見られるのかという問題です。
私は必ず普遍性をもっていると思います。というのも、私が思うに、もし
何らかの特殊性というものが、普遍性をもたないのであれば、その特殊性
の意味は大きなものではないでしょう。中国の知識人たちが現代において
検討してきた問題は、確かに中国の問題です。しかし、これらの問題は、
実際にはその他の国家や民族が直面してきた共通の問題と関連しているの
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です。そこにはモダニティの基本的問題が存在します。
　例えば、「発展が優先なのか、人権が優先なのか」、「より重要なのは、
自由か、それとも平等か」といった問題は、「先進」国を含む他の国家に
おいても既に解決済みであるとは言えません。皆がこれらの問題に直面し
ているのです。これらの問題は、中国では独特なかたちで現れています。
つまり、中国は大国ですから、もし中国がこうした問題を解決する方法を
本当にもっているのだとしたら、それは世界中の他の国家にとっての手本
となるような効果があるでしょう。
　かつてアメリカのある教授は、この問題について非常に憂慮した顔で私
に語りました。彼は、もし中国が最終的に、西洋的なデモクラシーがなく
ても一般大衆の希望を満たすことができるのだと証明できたら、多くの発
展途上国はアメリカではなく、中国に学ぼうとするだろう、と言いました。
とはいえ、私は中国の発展モデルについてそんなに楽観はしていません。
というのも、加々美先生の概念を使って言うならば、それは単なる開発で
あって、発展ではないからです。そこには主体性が欠如しているのです。
世界の様々な民族には自身の個性があります。しかし、一般的な人間性か
ら言えば、違いはそんなに大きくはありません。中国の問題は世界の問題
でもあるでしょうし、中国の将来は間違いなく世界、特に東アジアの問題
と密接に関連しているでしょう。
　第二の問題は、西洋のディスコースをどうやって乗り越えるのか、とい
う問題でした。確かに、今日私たちが用いているものは全て西洋の概念で
あるのに、研究対象は非西洋の問題です。現在では中国人学者のなかにも、
西洋の概念を捨てて、中国自身の学術概念を用いて中国の問題を説明しよ
うという人が多くいます。しかし、私はこういったことはほとんど不可能
だと思っています。私たちは西洋の概念を投げ捨てて現代の社会生活を描
くことなどできません。ある理論や概念を外延的に広範に応用していくと、
実際にその内包も、より複雑なものとなることが分かるでしょう。このこ
とは、私たちが西洋の概念を使ったとしても、東アジアの問題を十分に研
究できるということを意味しています。私たちが概念のもつ西洋的内包を
単純に東洋の社会に当てはめさえしなければ良いのです。
　かつて日本も中国の儒教を吸収しましたが、日本の儒家と中国の儒家は
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大きく異なっています。こうした例は、日本の価値観を描き出すことを可
能とするでしょう。私が考えるところでは、私たちは引き続き西洋の概念
を用いて良いと思います。それはグローバルな理解を獲得するのに便利で
しょうし、一方で、こうした概念に新たな内包を与えることも可能とする
でしょう。
　第三の問題は、中産階級の問題でした。もし、収入を基準とするならば、
中産階級が中国の人口に占める割合はおそらく 14％前後でしょう。しか
し、中産階級は収入に基づく概念ではなく、アイデンティティーに関連す
る文化的な概念だと思います。通常中産階級は、相対的に言って自分は体
面を保っており、比較的成功した人間だと思っています。
　ところが問題なのは、現在中国の多くの都市に住む中産階級、自らを中
産階級だと見なしている人は、大変な挫折を感じているということです。
彼らは自らを失敗した者と見なしているのです。昨年中国で大変流行した
テレビドラマに『かたつむりのやど』（『蝸居』）というのがありますが、
これはこの問題を描いたものでした。どういうことかと言いますと、かつ
て若いホワイトカラーたちは比較的自信をもっていたのですが、今では
様々な不満に満ちているのです。家が買えるかどうか、それだけの経済力
があるかどうかは重要な基準の一つですが、中国における住居の価格高騰
は解決が非常に困難で、このまま価格が上昇すれば、おそらく中産階級は
より一層不満を抱き、大きな社会的危機を招くでしょう。ところが、もし
不動産価格が急激に下落したりすれば、地方政府はすぐさま破産してしま
うでしょうし、ローンを組んで家を買った相当数の中産階級の人々は、負
の資産を抱え込んでしまうでしょう。今日では、都市の問題、中産階級の
問題が突出したものとなってきており、ますます多くの経済学者や社会学
者がこうした問題を研究し始めています。
　中産階級の要求は一般の農民に比べてかなり高く、単に経済的な要求だ
けでなく、政治的・文化的要求もしてきます。香港では、ここ数年民主化
の要求が非常に高まっていますが、今年になって若い学生が暴力的手段で
政府を襲撃するような事件がおこりました。こういったことは以前にはあ
りませんでした。こうしたことも新たな世代の中産階級が出現したことと
関係があります。このように、今日の都市におけるデモクラシーの圧力は
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非常に大きいのです。
　第四の問題は、次の世代の知識人に公共理性確立の期待を寄せることが
できるのか、という問題でした。確かに、こうした知識共同体を形成する
には、何代にもわたる共同の努力が必要であり、次の世代の人々の手によ
る変化にばかり期待を寄せることはできません。制度の変更は一夜にして
実現することも可能ですが、気風の変化には三世代が必要です。したがっ
て、中国人は忍耐強くなければなりませんね。
　最後の問題ですが、中国ではハイエクやロールズについて公に議論でき
るのか、ということでした。中国では、学術的な視点からであれば、あら
ゆる問題を議論することが可能です。しかし、それを政治的問題として論
じることはできません。もし、あなたがハイエクから始まって中国の政治
制度を批判しようというなら、それはお断りだということなのです。
　ですから、中国では、現在非常に面白い現象が起こっていると言えます。
重要なのは、何を述べたかではなく、どうやって述べたか、なのです。時
に中国人学者の文章を読むのはとても疲れるものですが、これは多くの人
が学術的な方法で政治問題を議論しているからであり、政治的意見が学術
的言葉の背後に隠れているからなのです。
●鈴木（司会）　ありがとうございます。今お答えいただいたことについ
てさらに何かありますか。
●学生（質問者）　六四天安門事件以来、大学内での言論統制が非常に厳
しくなったように感じています。というも、例えば簡単な例ですが、私た
ちが QQでチャットをしているとします。グループのなかで何かを話した
り、何らかの問題を討論したり、不満を漏らしたりします。すると、こういっ
た話は公共の場所でしてはならない、たくさんの人がおまえをじっと見て
いるんだぞ、先生に報告されるかもしれない、と警告されるのです。おま
えが批判されるかどうかは分からないが、きっとブラックリストがあって
監視されている。もちろん大した影響があるわけではないけれど…、とい
うことです。ですから、一人の学生として、私は見られているという感覚
がありますし、できるかぎり大人しくしていなければ、と思っています。
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一方、六四前の知識人たちは皆追及する目標があったので、勇気をもって
多くのことを口に出しました。逆に今の大学生の多くは抑圧されています。
先生はこういった問題について何かお考えをお持ちですか。
●学生（質問者）　私は汪暉事件について議論したいと思います。といっ
ても汪暉事件自体がどうであったかを議論したいのではありません。しか
し、この事件は、すでにかなりの時間が経っているのに、中国国内の知識
人たちの間で未だに議論されていますし、論戦とさえ言える状況がありま
す。それにこの出来事は、その他多くの学派間の左派右派の論争にも影響
をおよぼしました。こうして見ると、中国の知識人は自分たちの学界のな
かで起こった問題でさえ解決できないのに、社会や国家の問題の解決とい
う責任を負うことができると言えるのでしょうか。
　別の点からも問題はあります。先生は先ほど知識人や学者間の公の交流
の問題について提起されました。近代中国の劇場やサロンにはカフェのよ
うな公共の場があり、知識人たちにフェイス・トゥ・フェイスの交流の場
を提供していました。しかし一方で、汪暉事件はメディアの論戦のなかで
展開されました。知識人たちの間に理性的な、顔をつき合わせた議論の場
が形成されないとき、問題の解決は非常に困難です。今回の事件の当事者
である汪暉自身は、一貫して態度を表明していませんが、この事件を通し
て私は、中国の知識人たちの公共空間というのは一体どこに存在するのか、
と疑問を抱いたのです。
●加々美（討論者）　汪暉の問題もフェイス・トゥ・フェイスでやってい
ないので、結果的に公共性が無いからいつまでもやりあっている。
●鈴木（司会）　近代の株式投資もデモクラシーもコーヒーショップを契
機に形成されてきたという歴史がありますけれども……。
●学生（質問者）　私も一言よろしいでしょうか。最近中国でニュースを
見ていると、何かの事件に対して専門家が批評や分析をしているのをよ
く目にします。しかし、そうして出てくる専門家たちが体現しているのは
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……。政府が誠実ではない行動を取るのは、一般の人でも受け入れられる
と思います。しかし、多くの権威ある専門家が、衆人の目が光っている場
で荒唐無稽なことを言っては、一般の人たちもそれをでたらめだと感じる
でしょう。
　例えば、自転車による環境汚染は自動車よりももっと酷いとか。こうし
た専門家の「論証」の背景には、おそらくより多くの人に車を買わせ、国
内消費を促そうという意図があるのかもしれません。もし政府であれば、
非現実的な理論の話をしても、まぁ受け入れることはできます。それは背
後で消費とかかわっているのですから。しかし、専門家や知識人が、自身
の人格を全く考慮することなく公の場で荒唐無稽なことを言ったり、利益
の代弁者として公式な意見を出すのであれば、これは受け入れられません。
　中国の知識人は、どうしてこんなふうになってしまったのでしょうか。
私たちは知識人に自分自身を反省させる必要があるのではないでしょう
か。或いは社会の側から彼らに影響をおよぼさなければならないのではな
いでしょうか。もしくは、先ほど提起された中産階級の概念は、ほとんど
経済的基準から判断されるということでしたが、中産階級の概念のなかに
道徳の問題を加えることはできないのでしょうか。
●浅井正（質問者）　皆さんの意見に合わせて聞きたいのですが、先ほど
加々美先生がおっしゃった中国の人権白書についてですが、私ども法律家
から見ると、国家あっての人権であるというのは、すごく明確です。これ
は先ほど許先生がおっしゃったように、ヨーロッパの人権とは全く違う、
すごくはっとする、ある意味で感動するような言葉なのですね。それにつ
いて中国の今の知識人が中国政府とどういう形で、弁証法でいうとすれば、
国家あっての人権というのが正しいのか正しくないのか、どうすべきなの
かという問題定義をされているのかということを皆さんの質問と併せて教
えていただけたらと思います。
●鈴木（司会）　もともとヨーロッパにおいても近代国家というものが人
権を主張するなんものなのでしょうね。キリスト教勢力に対抗するために、
近代国家が構築されるときに対抗的に登場する概念が「人権」なので、人
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権をキリスト教団体とかそういった別の団体が問題にすること自体がヨー
ロッパ史、とくにフランス史から見ると、実に奇妙なことであるという議
論もよくあります。慈善団体が人権について、例えば、「中国の人権抑圧」
をキリスト教団体が非難するという言説構造は、ヨーロッパの知識人から
見ると、何言ってるの？　ということみたいです。ようするに、「人権」
という形で出てくるのは、教会の側からではなく、むしろ近代国家の言説
の延長線上にあるということです。
●許（報告者）：非常にたくさんの質問をありがとうございました。でき
る限り簡単に答えしたいと思います。
　まず、一つ目の大学の問題です。私の個人的見解では、あなたのおっ
しゃったことはかなり過剰な恐怖症だと思いますよ。中国における言論の
自由をめぐっては、1980 年代よりもだいぶ進歩したのだと認めるべきで
しょう。言論の自由に関するこの問題については、私たちは私的空間と公
共空間という、二つの異なる空間を分けて考える必要があります。私的空
間という点では、実は中国は比較的自由な国なのです。あなたが私のとこ
ろで自由に政府や国家の指導者たちを批判して良いのですよ。しかし、公
共の場では、あなたが批判的な政治的観点を発表しようとしたり、それを
行動に移そうとしたりすれば、制限を受けることになるでしょう。
　二つの目の問題は、専門家の評論が公共的信用を受けておらず、利益に
奔っているという点でした。ハーバーマスは公共領域について語った際に、
公共領域は二つの脅威に曝されていると述べました。一つは権力からくる
もので、もう一つは金銭からくるものです。この二つに問題は、中国メディ
アにおいて特にひどく、多くの専門家たちは、専門家が買収されただけで
なく、実際はメディアも買収されているのだ、といった話をしています。
　最近の例を挙げますと、先日長江流域で大洪水が発生しました。この
洪水は直接三峡ダムにも被害をおよぼしました。10 年前、専門家たちは、
三峡ダムは 1000 年に一度の大洪水も防ぐことができると言っていました。
しかし、5年前には、100 年に一度の大洪水と言い換えました。3年前には、
10 年に一度の大洪水と言い換え、最近では、一つのダムがあらゆる大洪
水を防げるなどと思ってはならないと言っています。これらの言葉は、三
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峡ダムの建設プロジェクトを讃えてきた専門家たちのものですが、数年の
内に言っていることが変わってしまい、全く責任感がありません。公共領
域においては、独立した意見と独立した精神を備えた専門家が欠乏してい
ます。これは確かに大きな問題です。しかし、現在では少し変わってきて
おり、インターネットのような比較的開放されたメディアのなかでは、既
に権力や金銭から独立した声も非常に多くなってきています。
　三つ目は、中産階級の道徳についてでした。私の考えはこうです。中産
階級とは経済的な収入に基づく概念ではなく、文化的アイデンティティー
や文化的な品位により深くかかわっています。けれども、私は中産階級に
対して何らかの特殊な、より高度な要求をしようとは思っていません。な
ぜなら、彼らは役人や知識エリートとは違うからです。私たちは、一部の
社会的に特殊な権力をもつ人々に対してのみ、比較的高度な要求を提出す
ることができます。一方で中産階級は一般人ですから、一般的な道徳レべ
ルの要求に止めるしかありません。
　最後に人権に関する問題ですが、これはもちろん非常に重要なものです。
中国は、人権問題について二つの誤った観点をもっています。一つはあな
たのおっしゃった「国家があって初めて人権がある」という観点です。も
うひとつは、人権を単純に生存権と解釈している点です。「国家があって
初めて人権がある」という観点は、ある種の法実証主義的観点です。実際
には、自由主義の観点から見れば、人権は国家や法律よりも優先されるも
のであり、それは国家や法に先んじて存在するものです。人権は法律によっ
て保障される必要がありますが、人権は法律によってもたらされるもので
はなく、より高度な法、最も基本的な価値観からくるものです。この価値
観においては、人は普遍的で、平等な基本的権利を有すべきであるとされ
ます。ハイエクはこれを「立法の根本的原理」と呼び、憲法や法律に優先
されるとしました。人権は「立法の根本的原理」からくるのであり、実定
法からくるのではありません。人権が法律による保障を必要としていると
しても、です。基本的人権を保障できない国家は、正当性を欠いたもので
す。したがって、「国家があって初めて人権がある」という観点は、私の
考えでは誤ったものです。人権をまずもって生存権と捉える観点について
も、同様に誤ったものだと言えます。
－26－ －27－
中国知識人論 － 80年代から2000年代へ－
　先日、温家宝総理が、「私たちは人民を幸福にしなければならないだけ
でなく、彼らが尊厳ある生活をおくれるようにしなければならない」と言っ
ていました。これは、人権が物質的な生存権だけでなく、政治的・社会的
に平等に扱われ、平等に尊重される権利でもあることを意味しています。
しかし、今日の中国における法治は依然として甚だ不完全であり、多くの
人権侵害が毎日のように発生しています。そこでは、デモクラシーだけで
なく、同時に法治も欠如しているのです。
●鈴木（司会）　本当に長い間いろいろとありがとうございました。そろ
そろ時間になりましたので、最後に加々美先生にまとめていただいて閉じ
てゆきたいと思います
●加々美（討論者）　国家を前提とした人権について、最後に一つ補足し
たいと思います。1787 年フランス革命のときに出された人権宣言の正式
な名称は、「人間および市民の権利に関する宣言」で、中国では人および
公民に関する権利で、一番重要なポイントは公民というときの「公」の概
念にあるわけです。先ほど鈴木先生が言われたように、民主国家は公民国
家ともいうことができます。公民を前提とした国家は人権があります。公
民は人権が前提であって、公民国家は人権を前提としているのです。もし
あなたが公民国家というものを否定するのなら、あなたには人権と言うも
のは無いということです。これは自由権のパラドックスです。この自由権
の思想の源はジャック・ルソーやホッブスですが、自由権のパラドックス
はフランス革命時にギロチンによる恐怖政治がおきたのが原因で形成され
ました。しかし、フランスを中心とした「先進」諸国は、公にすべての人
に人権があるといっていますが、なぜアジア・アフリカを植民地侵略し、
多くの人を殺戮したのか。なぜ私が社会権の重要性を強調するのか。社会
権と自由権は切り離すことができません。
　なぜ官僚腐敗の問題について私が強調するのかと言いますと、六四天安
門事件のときに 100 万人以上が参加し、学生以外に農民や市民も民主化運
動に参加しましたが、それは官僚腐敗が社会権と深く関係しているからで
す。地方の官僚も地方の住民や農民の社会権を無視しているところに問題
－28－
があります。生存権について言えば、公民国家を前提としている公民の生
存権であって、公民意識が無い民衆は生存権が無いと言うことになります。
農民や少数民族など一般の民衆は公民意識があるのでしょうか？　言うの
は簡単ですが、確認するのはものすごく難しく、国事に参加する意思を確
認するのは難しいです。日本人も例外ではなく、公民として国事に参加し
ている人がどれだけいるのか。これは、生存権や社会権における重要な概
念です。中国における 80 年代世代の大卒者がなかなか仕事を見つけられ
ず、大学のある都市を離れることができず、郊外に集団で住んでいますが、
彼らのことを中国語では「蟻族」といいます。ある「蟻族」を研究してい
る人の著書によると……。
●張琢（質問者）　中国にはとっくの昔にこういった概念があったのです
よ。杜甫や魯迅の詩の中でこうしたことが既に触れられていました。
●加々美（討論者）　張琢先生によると、この言葉は以前からあったそうです。
ここで問題になってくるのは、彼らはグループでデモンストレーションのよ
うな形で運動を起こすことはあえてしません。しかし、彼らにはインターネッ
トを利用して集団的な活動を行なっています。ですが直接的な行動ではあり
ません。インターネットの世論は中央政府の政策を左右することができます
が、問題なのは公共空間です。インターネットは公共空間を形成することが
できるのでしょうか。サロンや喫茶店のような対面的な空間では公共空間を
形成することができますが、インターネットでは難しいと言えます。イン
ターネットでの議論では簡単に対立と論争を起こしてしまい、簡単に共同体
をつくることはできせん。インターネットは匿名なので、劉曉波の「08憲章」
のような署名運動などはできますが、これらを公共空間と呼ぶことができる
のでしょうか。
●鈴木（司会）　今、フェイスブックも開発されて、新しいインターネッ
トコミュニティがさまざまに構築されつつありますけれども、これをめ
ぐってはまた後日ということにして、今日は、許先生そして加々美先生は
じめご参加のみなさん、ほんとうにどうもありがとうございました。（了）
